
市町村道の交通安全・渋滞対策における

EBPMの導入と効果 
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本研究は、データの不足や主観評価に依存しがちであった市町村道の交通問題への対策において、

交通ビッグデータを用いたEBPM（証拠に基づく政策立案）の実践手法を開発した。ETC2.0プローブ情

報や事故データの統合分析による危険箇所の可視化から、関係機関が連携した交通安全・渋滞対策の

立案、市民への客観的説明による行政サービス向上にいたる一連のパッケージを構築した。対策の検

証では、事故削減や渋滞緩和の確実な効果を実証し、市町村レベルでも客観的データに基づく先回り

対策や迅速な合意形成が可能であることを示した。 
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１．背景 

国道や県道などの幹線道路では全国道路・街路交

通情勢調査等の基礎データが比較的整備されてお

り、客観的エビデンスに基づく渋滞対策や安全対策

の立案が進められてきた。これに対し、生活道路を

主体とする市町村道においては、交通量や旅行速度

に関する基礎データが不足している。そのため、客

観的データに基づく対策の必要性検討や効果検証が

困難であり、住民要望や道路管理者の経験則に基づ

く事業推進となっている。 

こうした背景から、市町村道においても、限られ

た予算と人員の中で対策効果を発揮するため、客観

的データに基づく政策立案である「EBPM

（Evidence-Based Policy Making：証拠に基づく政

策立案）」（以下「EBPM」という。）の適用が急務

となっている。 

そこで本研究では、主要幹線の役割を担う市道レ

ベルから生活道路レベルまで、様々な役割・機能を

担う市道を抱えている、千葉県船橋市（以下、「同

市」または「市」という。）を対象とし、ETC2.0プ

ローブ情報や事故データ等の交通ビッグデータを活

用したEBPM手法を導入し、一連のPDCAサイクル（課

題抽出・要因分析・対策立案・効果検証）を交通デ

ータに基づき体系化し、その有効性を実証した。 

 

２．手法 

本研究における生活道路対策の推進手法は、合意

形成と推進の担い手となる組織的な「協議会・対策

部会」の枠組みを起点とし、市内全域を俯瞰する

「現状の見える化」、そして客観的データに基づく

「対策優先度評価と課題箇所の抽出」にいたる一連

の体系的なプロセスから構成される。 

 

(1) 「協議会・対策部会」の枠組み 

図-1が客観的データに基づく施策を円滑に合意形

成・実行するため、道路管理者、警察、学識経験者

が連携する組織的枠組みである。市道全体を俯瞰

し、対策エリアや箇所の選定、および個別対策の進

捗管理や事後評価を総合的に統括する「協議会」

と、事故や渋滞の要因分析と現地踏査を踏まえ、交

通安全と円滑化の両面から地域の実情に即した効果

的な対策を立案する「対策部会」が有機的に連携す

る実効性の高い2層構造となっている。 

 

 
図-1 協議会・対策部会の枠組み 



(2) 現状把握 

対策エリアを抽出する前段階として、市内全域を

対象としたマクロな実態把握を行う。具体的には、

ETC2.0プローブ情報等の交通ビッグデータを活用

し、市内全域の走行台数や旅行速度を集計・分析し

た。また、交通事故リスクをマクロに評価するた

め、町丁目ごとの単位面積あたりにおける死傷事故

件数を示した死傷事故密度を算出した。単純な事故

件数ではなく密度として捉えることで、区域面積の

大小に左右されず、真に事故が多発・集中している

危険エリアを公平に評価・比較することが可能とな

る。これらを地図上に重ね合わせて図化（図-2）す

ることで、交通流動の偏りや速度低下区間、潜在的

な危険エリアなど、市内全体の交通特性と現状課題

を視覚的に明らかにした。 

 

 
図-2 旅行速度（市道）と死傷事故密度の重ね図 

 

(3) 対策優先度評価と課題箇所抽出 

現状把握によって得られたマクロデータに基づ

き、対策優先度を客観的に判断するため、図-3に示

す、新たな「対策優先度評価手法」を開発・適用し

た。 

具体的には、ETC2.0プローブ情報から取得可能な

各種データと、警察等が保有する事故データ、さら

には市民からの要望データを一元的に管理・分析で

きる統合データを基盤として、町丁目単位で以下の

4つの指標をバランスよく統合評価するモデルを構

築した。 

a） 人口（総人口、人口密度、子供率、高齢者率） 

b） 死傷事故（事故件数、事故率） 

c） 急減速挙動（発生件数、発生率） 

d） 対策要望（地域住民や警察からの要望） 

各指標には、客観的リスクと対策ニーズを最適に

掛け合わせた、独自のウエイト設定方式を適用する

ことで、市内全域における優先度検討を行い、図-4

に示す問題エリアの抽出を行った。 

この手法の導入により、客観的なデータに基づい

て対策の優先度と具体的な課題箇所を明確に特定す

ることが可能となった。また、単なる経験則に頼ら

ない、エビデンスに基づく対策立案やその後の効果

検証へとつながる、データドリブンなPDCAサイクル

の持続的な運用が可能となった。 

 

 
図-3 交通安全対策エリアの選定フロー 

 

 
図-4 対策優先度検討結果 

 

３．データに基づくPDCAサイクルの実践と施策

効果検証 

構築した対策優先度評価手法（Plan）に基づき抽

出された課題箇所に対し、対策を実施（Do）した上

で、客観的データを用いてその整備効果を定量的に

場所把握の容易さやデータ整備状況を踏まえて、町丁目単位
として評価する。
【評価指標】
①人口
・総人口 ：上位30位内 [１点]
・人口密度：上位30位内 [１点]

市平均の2倍以上 [１点]
・子供の割合：市平均以上 [１点]
・高齢化率 ：市平均以上 [１点]
②死傷事故（人身事故）
・全道路での件数 ：上位30位内 [１点]
・市道での件数 ：上位30位内 [１点]
・全道路での事故率：上位30位内 [１点]
・市道での事故率 ：上位30位内 [１点]

市平均の500倍以上 [１点]
・市道事故の割合 ：市平均以上 [１点]
③急減速挙動（ETC2.0データ前後加速度-0.3G以下）
・市道での件数 ：上位30位内 [１点]
・市道での事故率 ：上位30位内 [１点]
④対策要望
・ゾーン30、ゾーン30プラス指定エリア：未対策[3点]
(予定エリアも含む)
・地域・警察要望 ：5件以上[5点] 、2件以上[3点]

1件[１点]

ＳＴＥＰ①：選定指標の設定・加点

評価指標①～④の各得点による総合評価での優先順位を検
討し、上位に位置付けられたエリアを対策候補エリアとして選定

ＳＴＥＰ②：対策優先度検討

対策整備済あるいは計画策定済エリア等は除外
ＳＴＥＰ③：既存整備状況・計画等の確認

隣接エリアの状況に応じてエリア統合して箇所を選定
ＳＴＥＰ④：対策エリア決定＆近隣エリア統合

【対策エリアの選定方法】



検証（Check）した。 

 

(1)交通安全対策 

同市では、生活道路における歩行者等の安全確保

を目的とした面的な安全対策を実施しており、令和

3年度以降は7つのエリアでゾーン30プラスを指定し

対策を実施している。この対策効果を検証するた

め、協議会設立当初（平成27年〜30年）と直近（令

和3年〜6年）の2期間において、ゾーン30指定およ

び物理的対策を実施した全69町丁目の死傷事故件数

の推移を分析した。その削減効果の内訳を図-5に示

す。 

図-5の通り、対策を講じた全69箇所中、約77%に

あたる53箇所において死傷事故件数の減少が確認さ

れた。特に、3割以上の大幅な事故削減を達成した

箇所は38箇所（全体の約55%）にのぼり、さらに5割

以上の半減に至った箇所も17箇所（全体の約25%）

を占めている。この分析結果は、面的な安全対策

が、確実かつ高い事故抑制効果をもたらしているこ

とを客観的に裏付けるものである。 

また、対策による効果を視覚的に捉えるため、死

傷事故密度の増減を示した、差分図（図-6）を作成

した。これにより、対策を講じたエリアや地域一帯

で交通事故リスクが低下している状況を一目で容易

に把握・評価することを可能にした。 

この結果、エリア単位での交通静穏化施策が、地

域全体の死傷事故削減に有効に寄与していることが

確認された。 

 

 
図-5 ゾーン30・ゾーン30プラスに該当する町丁目の事

故削減効果 

 

 
図-6 町丁目単位での死傷事故密度差分図 

(2)交通円滑化対策 

前述した交通安全対策エリアの評価・抽出と同様

に、交通円滑化対策についてもデータに基づく客観

的な優先度検討を行っている。具体的には、国県道

および市道を対象に、ETC2.0プローブ情報から得ら

れる旅行速度や交通量、さらには道路幅員や道路の

機能（道路種別）などの評価指標を設定し、DRM

（デジタル道路地図）区間単位で評価している。こ

の評価から抽出した優先度上位のボトルネック箇所

を対策候補とし、地域要望等との整合を図りつつ対

策を推進している。その個別事例の検討結果を以下

に示す。 

a） 交差点改良による渋滞対策 

市道同士で構成される交差点において、従来は交

差点内でシフトしている上、幅員が狭く、右折レー

ンおよび歩道が未設置であったことから、右折待ち

車両の滞留が後続の直進車両を阻害し、慢性的な渋

滞発生と歩行者、自転車事故のリスクが懸念されて

いた。この課題に対し、渋滞解消および歩行者、自

転車の安全性向上を目的として、図-7に示す通り、

右折レーンの新設および歩道の整備を実施した。対

策前後の効果検証においては、ETC2.0プローブ情報

から抽出した交差点流入部における時間帯別旅行速

度図作成・比較した結果、図-8に示す通り交差点流

入部における旅行速度の約7km/hの向上が確認され

た。このように時間帯を問わず円滑かつ安定した走

行が図られたことで、ボトルネックが物理的に解消

された状況を視覚的・定量的に実証できた。 

 

 
図-7 対策内容と対策前後状況 

 

 
図-8 交差点流入部の時間帯別旅行速度図 



b） 信号現示改良による渋滞解消と交通安全の相乗

効果の実現 

生活道路と幹線道路が交差する駅前の交差点では

横断歩行者数が非常に多く、右左折時の横断待ち車

両が交差点内に滞留することで渋滞を引き起こして

いた。また、横断歩行者の間隙を狙って急加速で右

左折する挙動が常態化しており、横断者の視認遅れ

に起因する接触の危険度も極めて高かった。 

この課題に対し、歩行者と車両の動線を完全に切

り離す信号現示改良（歩車分離式信号の導入）を実

施した。導入後は、図-9に示すとおり、対策前後で

交差点流入部の旅行速度が向上し、渋滞が緩和され

た。さらに、自動車と横断者の物理的な交錯機会が

ゼロになったことで、図-10に示す通り、同交差点

における死傷事故件数が半減した。これにより、渋

滞緩和（円滑性）と事故減少（安全性）の双方が高

い次元で両立・寄与していることがデータから実証

された。 

 

 
図-9 対策前後の時間帯別旅行速度の変化 

 

 
図-10 対策前後の事故件数の変化 

 

４．本研究における成果と考察 

市町村道におけるEBPM手法の導入は単なる技術的

な分析にとどまらず、自治体の行政運営や組織間マ

ネジメントそのものを高度化する極めて有効なアプ

ローチであることが実証された。本研究の実践から

得られた主要な成果と考察を以下に示す。 

 

(1) 関係機関の連携強化と意思決定の迅速化 

様々な客観的データを見える化することで、異な

る立場と権限を持つ関係機関が一同に会する「協議

会・対策部会」などの場を極めて効果的に機能させ

ることができた。 

データという共通言語が存在することで、従来は

多大な協議期間を要していた道路・交差点改良、信

号制御の変更等の各種対策において、現状認識と対

策効果の共有が極めてスムーズに進行できた。この

緊密な連携体制の構築により、合意形成が大幅に迅

速化され、事業進捗が飛躍的に向上した。 

 

(2) 行政サービスの向上と市民説明責任の強化 

行政と市民・道路利用者とのコミュニケーション

において、客観的エビデンスの存在は意思決定の透

明性と信頼性を担保する上で極めて高い効果を発揮

する。 

整備計画や対策方針の検討プロセスが可視化され

たことで、市民や地域コミュニティに対し、データ

に基づいた明確かつ説得力のある説明が可能となっ

た。さらに、住民要望が少ない地域や事故頻度が低

く見過ごされがちであった潜在的な危険箇所に対し

ても、データを基に公平なプロセスで予算配分・対

策立案が可能となり、地域ニーズに寄り添った迅速

な合意形成の実現、市民が体感できるレベルでの行

政サービスの向上に寄与することを示すことができ

た。 

 

５．今後の課題と展望 
本研究においてデータドリブンな道路マネジメン

ト手法の有効性が確認された一方、全国の地方自治

体への普及・定着に向けては、以下の課題と展望が

ある。 

 

(1) 技術的・運用的課題 

日常的なPDCAサイクルを定着させるためには、専

門知識や人員の限られる地方自治体が外部組織に依

存せず、自立してEBPMを継続できる環境づくりが不

可欠である。そのためには、データ加工や分析プロ

セスの自動化・定型化を進め、誰もが扱いやすいツ

ール構築などのパッケージ化の推進が必要である。 

 

(2) 将来の展望 

本研究の取り組みは、生活道路の交通安全・渋滞

対策の新たな標準モデルとなり得る。今後、国土交

通省が進めるETC2.0プローブ情報のオープン化を契

機に、誰もが本手法を安価かつ容易に活用できる環

境が整えば、財政や人材に制約を抱える全国の地方

都市であっても、限られた予算を最も効果的な安

全・円滑化対策へ重点投資することが可能となる。

本EBPM手法が道路行政に定着することで、地域住民

が「安全かつ円滑に移動できる住みよい都市」が持

続的に創出されることを期待する。 
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